
（参考）文部科学省共済組合が行う個人番号利用事務等における特定個人情報等 
取扱規程（平成２７年１２月２２日 文部科学省共済組合本部長決定）（抄） 

第１ 総論 
２ 個人番号関係事務等の範囲 
（１）個人番号利用事務の範囲 

組合が行う個人番号利用事務とは、法令等に基づき、組合員、組合員であった者、被扶養者そ

の他の個人、他の個人番号利用事務等実施者又は地方公共団体情報システム機構から特定個人情

報等の提供を受け実施する次に掲げる事務をいう。 
① 組合が、番号法別表第１の下欄に掲げる事務処理に関して、組合の保有する 
特定個人情報ファイルにおいて特定個人情報等を検索及び管理する事務（以下「個人情報検索

等事務」という。）。 
   ② 番号法別表第２の第２欄に掲げる事務処理に関して、組合が情報照会者又は情報提供者とし

て第１欄又は第３欄に掲げる者に特定個人情報等を照会又は提供する事務（以下「情報連携事

務」という。）。 
 （２）個人番号関係事務の範囲 

組合が行う個人番号関係事務とは、法令等に基づき、組合職員等、組合員、外部有識者等、扶

養親族その他の個人から特定個人情報等の提供を受け、当該特定個人情報等が記載された法定調

書等を作成することとなる次に掲げる事務をいう。 
① 源泉徴収票等作成事務 

所得税法、地方税法等の定めにより、源泉徴収義務者として、給与等の支払いを受ける者か

ら特定個人情報等の提供を受け、当該特定個人情報等が記載された源泉徴収票等を作成し、所

轄の税務署長及び給与等の支払いを受ける者が居住する市区町村長に提出等する事務。 
② 雇用保険等関連事務 

     雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７１号）及び厚生

年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）の定めにより、事業主として、雇用保険等に加入す

る者から特定個人情報等の提供を受け、当該特定個人情報等が記載された被保険者資格取得届

等を作成し、所轄の公共職業安定所又は日本年金機構（年金事務所）に提出等する事務。 
③ 年金関係事務（国民年金第３号被保険者関係事務） 

     組合職員等、組合員又は扶養親族から提出のあった国民年金第３号被保険者関係届を組合又

は日本年金機構に提出する事務。 
④ 積立貯金関係事務 

組合職員等又は組合員から提出のあった文部科学省共済組合貯金規程における積立貯金関係

書類を組合又は取扱金融機関等に提出する事務。 
   ⑤ 財形貯蓄等関係事務 
     勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号）その他の法令又はこれらに基づく特別の

定めにより、組合本部職員又は組合支部職員から提出のあった財形貯蓄等に関する申込書類等

を財形貯蓄等取扱機関である金融機関等に提出する事務。 
   ⑥ 組合員資格関係事務 
     組合員から提出のあった長期組合員資格取得届及び７０歳到達による第二号厚生年金被保険

者資格喪失届を国家公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）に提出する事務。 
   ⑦ 年金請求関係事務 
     組合員、組合員であった者又は扶養親族から提出のあった年金請求書を、連合会に提出する

事務。 


